千葉市入札参加資格審査における市内及び準市内の認定要領
（目的）

第１条　この要領は、千葉市の入札参加資格を有する事業者について、千葉市入札参加者資格審査基準第８条で規定する地区区分のうち、市内又は準市内として認定するために必要となる事項を定め、適正な認定事務を行うことを目的とする。
（定義）

第２条　市内とは、千葉市内に本店又は本社等（以下「本店等」という。）を有する事業者若しくは千葉市内に住民登録及び主たる事業所を有する個人事業者をいう。
２　準市内とは、千葉市外に本店等を有するもののうち、千葉市内に支店又は営業所等（以下「支店等」という。）を有する事業者をいう。

（認定要件）

第３条　本店等及び主たる事業所は、次の要件を全て備えたものでなければならない。

（１）千葉市が所管する市税事務所に事業所の設立を届け出ていること

（２）事務所の所在、商号等を明らかにした看板や表札が常時表示されていること

（３）営業活動を行い得る人員配置がなされていること

（４）常時連絡が取れる体制になっていること

（５）事務等を執り行える事務用什器及び事務用機器が備え付けられていること

（６）建設工事にあっては、建設業法の規定により許可を受けた「主たる営業所」であること

２　支店等は、前項第１号から第５号の要件を全て備えたものでなければならない。

（認定要件の審査）

第４条　市長は、前条に規定する認定要件を審査して、事業者の地区区分を認定するものとする。

（１）入札参加資格審査申請があったときは、事業者から提出された申請書類に基づき認定要件を
審査する。
（２）入札参加資格の変更について申請があったときは、事業者から提出された申請書類に基づき

認定要件を審査する。
（３）本店等又は支店等の所在や営業活動の実態に疑義が生じたときは、実態調査に基づき認定要
件を審査する。
（実態調査）

第５条　市長は、事業者が認定要件を備えているか確認するため、必要に応じて実態調査を行うものとする。
２　前項の実態調査に協力しない事業者及び市の指導に従わない事業者は、第３条の要件を満たしていないものとみなす。

（改善指導）
第６条　市長は、前条の調査の結果、改善を要すると認められる事業者に対し、改善通知を送付するとともに、改善結果について報告を求めるものとする。

２　前項の報告を受けたときは、再度、第４条第１項第３号の規定に基づき地区区分を認定するものとする。

３　第１項の規定による改善指導を行ったときは、認定要件を備えていることを確認するまでの間は、具備が確認されている認定要件に応じて当該事業者の地区区分を新たに認定するものとし、当該事業者は、新たに認定された地区区分によっては、地区要件を定めた入札に参加することはできず、落札者であっても契約を締結することはできないものとする。
（補則）

第７条　この要領に定めるもののほか、千葉市の入札参加資格審査に係る市内及び準市内の認定に関し、必要となる事項は別に定める。
　附　則
（施行期日）

１　この要領は、平成２３年１０月３日から施行する。

（適用）

２　この要領は、平成２４年度及び平成２５年度における千葉市の入札参加資格審査から適用する。
附　則

（施行期日）

１　この要領は、平成２８年４月１日から施行する。
（適用）

２　この要領は、平成２８年度及び平成２９年度における千葉市の入札参加資格審査から適用する。
